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2. 実施内容 

本調査においては、以下の事項を実施した。 

 

(1) 「アジャイル・ガバナンス」関連調査 

アジャイル・ガバナンスの課題についての分析を目的として、アジャイル・ガバナンス

の実践事例（８事例程度）に関する文献調査を実施し、その結果を取りまとめた。本項の

実施内容は、第２章に示す。 

 

(2) 有識者検討委員会の運営 

アジャイル・ガバナンスに関する検討を行うため、2021 年度に開催された有識者検討委

員会「Society5.0 における新たなガバナンスモデル検討会3」（第 14 回～第 16 回）の開催・

運営を行った。 

また、本業務の一環として、2020 年 7 月に公表された第１弾報告書及び 2021 年 7 月に

公表された第２弾報告書に続く、GOVERNANCE INNOVATION シリーズ第３弾最終報告

書のパブリックコメントに向けて、報告書案の翻訳及び誌面制作・デザイン等の業務を実

施した。 

なお、本報告書内においては、上記の第１弾から第３弾の報告書を「公開用報告書」と

表記し、委託調査の内容を取りまとめた本報告書と区別する。 

本項の実施内容は、第３章に示す。 

 

(3) 調査報告書等の作成 

上記の業務内容を取りまとめた調査報告書（本報告書）を作成した。 

 

  

                                                        
3 経済産業省「Society5.0 における新たなガバナンスモデル検討会」 

（https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/governance_model_kento/index.html） 
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3. 実施体制 

本調査の実施体制は、下図のとおりであった。 

 

 

図 2 本調査の実施体制 
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第3章 有識者検討委員会の運営 

1. 開催概要 

(1) 目的 

アジャイル・ガバナンスに関する検討を行うため、2021 年度に開催された有識者検討委

員会「Society5.0 における新たなガバナンスモデル検討会5」（第 14 回～第 16 回）の開催・

運営を行った。 

 

(2) 構成員 

2021 年度の本検討会の構成員は、以下のとおりであった6。 

 

＜委員＞ ※ 敬称略・五十音順 

座長  柳川 範之 東京大学大学院経済学研究科 教授 

副座長 宍戸 常寿 東京大学大学院法学政治学研究科 教授 

 伊井 哲朗 コモンズ投信株式会社 代表取締役社長 兼 最高運用責任者 

 市川 芳明 多摩大学ルール形成戦略研究所 客員教授 

 伊藤 錬 株式会社メルカリ シニアアドバイザー（グローバル戦略） 

/ ニューヨーク大学ロースクール シニアフェロー 

 稲谷 龍彦 京都大学大学院法学研究科 教授 

 岩田 太地 日本電気株式会社 デジタルインテグレーション本部 本部長 

 上野山 勝也 株式会社 PKSHA Technology 代表取締役 

 馬田 隆明 東京大学産学協創推進本部 FoundX ディレクター 

 大澤 彩 法政大学法学部 教授 

 大屋 雄裕 慶應義塾大学法学部法律学科 教授 

 落合 孝文 渥美坂井法律事務所・外国法共同事業 パートナー弁護士 

 加藤 貴仁 東京大学大学院法学政治学研究科 教授 

 鬼頭 武嗣 一般社団法人 Fintech 協会 代表理事副会長 

 久禮 由敬 PwC あらた有限責任監査法人 パートナー 

 小林 慶一郎 慶應義塾大学経済学部 教授 

 齊藤 裕 独立行政法人情報処理推進機構（IPA）  

デジタルアーキテクチャ・デザインセンター長 

 / ファナック株式会社 顧問 

 坂井 豊貴 慶應義塾大学経済学部 教授 

                                                        
5 経済産業省「Society5.0 における新たなガバナンスモデル検討会」 

（https://www.meti.go.jp/shingikai/mono info service/governance model kento/index.html） 
6 構成員の所属・役職は、令和 4 年 1 月（年度内の最終回）時点のもの。 
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 境野 哲 NTT コミュニケーションズ株式会社 エバンジェリスト 

 清水 真希子 大阪大学大学院法学研究科 教授 

 白坂 成功 慶應義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント研究科 

教授 

 水津 太郎 東京大学大学院法学政治学研究科 教授 

 妹尾 堅一郎 特定非営利活動法人産学連携推進機構 理事長 

 寺本 振透 九州大学大学院法学研究院 教授 

 冨山 和彦 株式会社経営共創基盤（IGPI） IGPI グループ会長 

 中川 裕志 国立研究開発法人理化学研究所 革新知能統合研究センター 

チームリーダー 

 那須野 薫 株式会社 DeepX 代表取締役 CEO 

 西山 圭太 東京大学未来ビジョン研究センター 客員教授 

 平鍋 健児 株式会社永和システムマネジメント 代表取締役社長 

 深水 大輔 長島・大野・常松法律事務所 パートナー 

 福島 良典 株式会社 LayerX 代表取締役 CEO 

 増島 雅和 森・濱田松本法律事務所 パートナー 

 松尾 豊 東京大学大学院工学系研究科 教授 

 松尾 陽 名古屋大学大学院法学研究科 教授 

 松原 豊 名古屋大学大学院情報学研究科 准教授 

 村瀬 俊朗 早稲田大学商学学術院商学部 准教授 

 渡部 友一郎 Airbnb Japan 株式会社 法務本部長 弁護士 

 

＜オブザーバ＞ 

 山室 芳剛 世界経済フォーラム第四次産業革命日本センター長 

 

＜事務局＞ 

 経済産業省 商務情報政策局 情報経済課 

 須賀 千鶴 商務情報政策局 情報経済課 課長 

 羽深 宏樹 商務情報政策局 情報経済課 ガバナンス戦略国際調整官（執筆主担当） 

 

＜事務局支援＞ 

 みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社（旧みずほ情報総研株式会社） 
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2. 討議概要 

各回における討議の概要は、以下のとおりであった。 

 

(1) 第 14 回検討会 

第 14 回検討会では、座長・副座長及び新規委員からの挨拶に続き、羽深国際調整官か

ら、2021 年 7 月に公開された「『GOVERNANCE INNOVATION Ver.2：アジャイル・ガバナ

ンスのデザインと実装に向けて』報告書」に対する、世界各国及び国内の反響についての

報告が行われた。その後、今年度の検討会における検討事項及び進め方についての説明が

行われ、これらの報告・説明を踏まえて委員による討議が行われた。 

 

(2) 第 15 回検討会 

第 15 回検討会では、ガバナンス・イノベーションに関連する取組として、以下の取組の

現状について、それぞれ報告が行われた。 

 デジタル臨時行政調査会の動き（経済産業省 須賀課長） 

 IPA／DADC（デジタルアーキテクチャ・デザインセンター）の取組 

（経済産業省 大岩課長補佐） 

 SoS（システム・オブ・システムズ）のガバナンスに関する検討（稲谷委員） 

 Innovative Governance Guidebook に関する OECD での検討 

（経済産業省 羽深国際調整官） 

また、羽深国際調整官から、本検討会の中間とりまとめ案の骨子についての説明が行わ

れた後、これらの報告・説明を踏まえて委員による討議が行われた。 

 

(3) 第 16 回検討会 

第 16 回検討会では、羽深国際調整官から、本検討会の中間とりまとめ案として、「アジ

ャイル・ガバナンスの概要と現状に関する報告書（案）」についての説明が行われ、その内

容についての討議が行われた。 
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